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１．日本科学者会議福岡支部第 47 回定期大会の案内	
 

日本科学者会議福岡支部第４7回定期大会を下記の通り開催します。定期大会終了後は、例年
通り講演会を開催します。会員の皆様のご出席・参加をお願いします。 

欠席される場合は下の委任状（e-mailでの送付可）を提出してください。なお、例年通り、委
任状を出されずに欠席された場合は、議決権を議長に委任したものと見なします。 

記 

日	
 時：	
 2016年 5月 14日（日）14:00〜15:00（開場 13:30） 

場	
 所：	
 久留米大学福岡サテライト・天神エルガーラオフィス 6階（国体道路側入口より） 

議	
 事：	
 2015年度支部活動報告 

	
 	
 	
 	
 	
 2015年度支部会計報告 
	
 	
 	
 	
 	
 2016年度支部活動計画 
	
 	
 	
 	
 	
 2016年度支部予算案 

日本科学者会議	
 

福岡支部ニュース	
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--------------------------------------------------------委任状---------------------------------------------------- 

私、日本科学者会議福岡支部会員（	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ）は、第 47回定期大会における議決
権を（	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ）に委任します。 

2017年	
 	
 月	
 	
 日 

（代理人の記入がない場合は議長委任となります。） 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

	
 
	
 
２．福岡支部講演会の案内	
 

日本科学者会議福岡支部講演会 

日時	
 ：	
 5月 14日（日）15:30〜17:00（開場 15:10） 
会場	
 ：	
 久留米大学福岡サテライト・天神エルガーラオフィス6階 
講師（予定）：	
 纐纈	
 厚	
 氏	
 （山口大学名誉教授） 

山口大学名誉教授・元山口大学副学長で、近代日本政治史・近代日本政治軍事史を中心に日本政

治史を研究されている纐纈厚氏に講演お願いする予定です。纐纈氏は、安全保障関連法案廃止、

憲法九条改悪反対の運動などにも積極的に関わっておられ、昨年は、参院選の山口県選挙区で、

民進党、日本共産党、社会民主党の野党3党の無所属の統一候補として擁立されました。講演会で
は、纐纈氏に日本政治の置かれている現状について、大学を軍事研究に荷担させようという動き

も含めて、お話していただく予定です。 

 
 
３．福岡核問題研究会の報告	
 

	
 福岡核問題研究会は 12 月例会に、半田	
 駿氏（佐賀大学名誉教授）に「北部九州の活断層と地
震」という演題で講演していただいた．  
 
12 月例会	
 

日	
 時：2016年 12月 24日（土）14:00〜16:30 
講	
 演：「北部九州の活断層と地震」	
 

講	
 師：半田	
 駿	
 佐賀大学名誉教授	
 

 
	
 この例会について『日本の科学者』3月号の「科学者つうしん」に以下の原稿を送った． 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
	
 福岡核問題研究会は，毎月一回の割合で原発問題を中心に例会を行っている．10月には島崎氏
（元原子力規制委員会委員長代理）による基準地震動の過小評価指摘問題を取り上げたし，11月
には玄海原発再稼働の問題点を整理する議論を行った． 
	
 玄海原発のある地域は比較的地震の少ない地域として一般に認識されているが，そのことがこ

の地域が地震災害から自由であることを保証するものでない．12 月 24 日には，半田駿氏（佐賀
大学名誉教授）に「北部九州の活断層と地震」と題する講演をしていただいた． 
	
 地震には海溝型地震と直下型地震（内陸型地震）がある．氏によれば，海溝型地震は一定の速

度で移動し沈み込むプレートの運動で起こるためある程度周期的に起きるが，直下型地震はどこ
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で何時起きるかを予測することは非常に難しい．この直下型地震は，海溝型巨大地震に比較すれ

ばそのエネルギーは一桁程度小さいが，居住地域の近くで起きるため，激しい揺れを伴い，人や

建物などに甚大な被害をもたらす場合が少なくない． 
	
 昨年 10月 21日の鳥取県中部地震（M 6.6）は，直下型地震である．地震前までに震源付近で活
断層は発見されておらず，未知の断層が動いた．倉吉市で 1494ガルの最大加速度を観測した． 
	
 玄海原発近くにある城山南断層が単独に動いたときの被害予測（佐賀県被害予測報告書，2015
年 3月）では，M 7.1を想定したが，もし玄海原発に近い名護屋断層と連結すると M 7.2程度を想
定する必要があるという．玄海原発の耐震性は，未知の断層起源の地震を含めて今回の審査の基

準地震動（620ガル）で大丈夫か？ 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 
 

４	
 福岡核問題研究会メンバーによる記者会見の報告	
 

	
 

研究会メンバー4名で記者会見（2016.12.27）	
 
	
 12月 27日（火）の午後 2時 30分から佐賀県庁記者クラブにおいて，福岡核問題研究会のメン
バー4名は，記者会見を行い， 自らが提出した 28件のパブリックコメントをもとに玄海原発 3,4
号炉の適合性審査書案を批判した．同時刻に佐賀県の第一回原子力安全専門部会が開催されてい

ることもあり，記者たちが集まってくれるか心配したが，何名かの記者が集まってくれた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
28件のパブリックコメントの主な内容は以下の通りである．  

・水蒸気爆発に対する IAEAの安全基準の対策を無視 
・カベンスキー等の水蒸気対策の新知識を無視 
・水蒸気爆発防止についての労働安全衛生規則を無視 
・北九州市で 2015年に起きた水蒸気爆発事故を無視 
・チェルノブイリでは水蒸気爆発防止のため水抜きをした 
・東電柏崎刈羽原発では水蒸気爆発の危険を認めている 
・水蒸気爆発対策の不備 
・水中の溶融核燃料のクレスト破壊モデルを無視 
・TROI実験の検討をしていない 
・格納容器下部をモルタル補強計画は不適切 
・モルタル補強はコリウムシールドより劣悪 
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・加圧器逃し弁の耐久計算が杜撰 
・フィルター付きベントの問題 
・爆燃も爆轟も水素爆発 
・水素爆発をめぐる問題 
・地震動をめぐる問題 
・耐震重要度分類の変更を行わなかった問題 
・４重の壁しかない問題 
・セシウム 137の放散限界目標値をめぐる問題 
・免震重要棟の設置は３回も緩和された 
・圧力容器の炭素偏析による強度不足の検査無し 
・再臨界が引き金となり水蒸気爆発が起きる危険性 
・水蒸気爆発についての最新の科学的認識を無視 
・「新規制基準」は事故の進展に楽観的に過ぎる 
・飛行機落下による核被害の危険 
・事故時の住民避難についての審査がない 
・通常運転時の健康被害について審査すべき 
・破壊行為から核物質を守るのは不可能 
 
なお，これらのパブリックコメントの内容は以下のサイトにある． 
サイト：http://jsafukuoka.web.fc2.com/Nukes/index.html 

（報告者：三好永作） 
 
 
３．『日本の科学者』読書会（2/11）の報告	
 
 
◆ ２月号読書会	
 ＜特集＞「熊本地震災害から学ぶものはなにか―災害研究・防災対策の現状と 
	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 到達点」 

	
 本特集の「まえがき」で JSA災害問題研究委員会の委員長中山俊雄氏は，創設以来，同委員会
が災害問題を総合的にとらえた災害科学の確立と被災者支援をめざし活動してきたとし，それら

の視点を通して，熊本地震災害を捉え直すことを目的に本特集を企画したと書いている．そして，

石原都政時代に廃止された「東京都震災予防条例」の前文にあった「地震は自然現象であるが，

地震による災害の多くは人災であるといえる．したがって，人間の英知と技術と努力により，地

震による災害を未然に防止し，被害を最小限にくいとめることができるはずである」との文章を

紹介されている．以下は 2月 11日（月）の読書会において報告されたレジュメをもとに『日本の
科学者』読書会の様子を編集したものである． 

飯尾能久著：熊本地震はなぜ起こったのか？ 

	
 地震調査委員会は，活断層や地震活動に基づいて地震長期評価を行い，九州中部地域では今後

30 年以内に M6.8 以上の地震が発生する確立が 18〜27%であることを 2013 年に公表していた．
2016年 4月の熊本地震では，マグニチュード(M) 6.5の前震の 28時間後に M7.3の本震が起きた．
本論文では，この地震の概要を論じ，M6.5 の後にさらに大きな M7.3 の地震が発生した原因とし
て，平行した複数の断層とその深部延長が重要な役割を果たした可能性を指摘している．内陸大

地震の詳細な発生過程は，まだ研究段階であり今後の重要な研究対象であるという．九州中部地

域での地震発生確率がかなり高かったにもかかわらず，一般に周知されていなかった点を踏まえ，

調査等で得られた知見をより分かりやすく伝える努力の重要性も指摘している．	
 （報告：F.Y.） 
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多賀直恒著：市民と行政は，緊急事態に何を備えておくべきか―国家の総合リスク対策の提案 

	
 熊本地震における行政の対応は次々に想定外の事態が発生し，状況把握と統率に問題があった．

事前の地域防災計画は役に立たなかった．災害管理の立場から必要なことは，自治体施設の耐震

性と住民住居の耐震化である．都市の発災時対応の行動原理は，市民の自助・共助と行政による

公助の実行に尽きており，日常訓練と連帯体制を備えておくべきという．特に，米国の FEMA 
(Federal Emergency Management Agency, 連邦緊急事態管理庁) を参考にして国家統一の防災担当
庁の設置を提案している．その理由は，対象とする自然災害が多様で時間的空間的にもランダム

に発生し，予知・予測が現代科学では不可能であるからという．	
 （報告：Y.M.） 

千代崎一夫・山下千佳著：熊本地震に学んで—全国の運動と具体的な活動 

	
 寺田寅彦は，「天災は忘れた頃にやってくる」と言ったが，日本の最近の状況は「災害は忘れ

ないうちにやってくる」という災害列島になっていると著者は言う．2016年 4月に起きた熊本地
震での建築物，特に住宅の被害を概観し，「自然現象」を「災害」にしないための運動で防災力

向上のための実践を論じている．益城町では新耐震基準導入 (1981.06) 以前の木造住宅被害率が
顕著に大きく，以後では，2000年の接合部等の基準の明確化 (2000.06) 以降の住宅の被害率が小
さい．明らかに住宅の耐震性向上基準の底上げは効果があった．耐震化などにより減災はできる．

耐震機能・容量調整装置付スマートメーターも有効だという．被災者生活再建支援制度の拡充な

ども必要であると論じる．	
 （報告：T.Y.） 
 

（報告者：三好永作） 
	
 

 

６．福岡環境研例会・小出裕章氏講演会の報告	
 

	
 2017年 1月 15日久留米シテイプラザで、なぜ、わたしが原発に反対するのか」と題して、小
出裕章氏講演会を開催した。出力 100万キロワットの原発 1基を 1年動かすと原爆 1千発分以上
の「死の灰」を貯めることになる。原発を推進してきた人たちは、事故が起きたら大変なことに

なることを知っていたが、わが国では安全神話で誤魔化して避難訓練さえ全くしなかった。その

状況下で福島原発事故が起きた。 
	
 福島事故後の再稼働でも、机上の対策中心でお茶を濁して、新基準を満たしたとして、稼働し

ている。原子力規制委員会の新基準を満たしたことは、安全を保障するものではないと、規制委

員会に言われながら無理に再稼働を急いでいる。ウランを燃料とする玄海原発では、プルトニウ

ムとウランを混ぜた MOX 燃料を使うプルサーマル計画をたて、普通の原発（玄海原発 3 号機）
で燃やすことが行われてきた。この燃料の変更は、灯油用石油ストーブでガソリンを燃やすに等

しく、非常に危険であると話した。 
  増殖炉「もんじゅ」は、1 兆円以上をかけたが廃炉にせざるを得ない状況になった。これまで
の「もんじゅ」の失敗に対する責任は、だれも取らない無責任な対応のまま、世界の研究者が撤

退した研究を再開し、危険を伴う無駄遣いの継続を図っている。これは、核武装の可能性を確保

するためである。わが国のように活断層と火山の影響を受けない場所がない国では、１０万年間

安全に核廃棄物の廃棄場所を確保できない。数十年原発を動かしたために、とんでもない毒物を

子々孫々に残すことを認識して早急にエネルギー転換すべきである。 
この講演会は、JSAメンバーの IS氏の尽力で実現したものであり、記して感謝する。 

（報告者：福岡環境研・河内俊英） 
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７．例会等の案内	
 
 
7-1	
 福岡核問題研究会 
	
 日	
 時：2017年 2月 24日（土）10:00〜12:30 
	
 場	
 所：九州大学筑紫キャンパス総合研究棟 C-CUBE５階 511室 
	
 内	
 容：(1)	
 佐賀県原子力専門部会への申し込みの検討	
 

	
 	
 	
 	
 	
 (2)	
 玄海原発再稼働についての反対声明文の検討	
 

 
7-2	
 『日本の科学者』３月号	
 読書会 
	
 日	
 時：2017年 3月 13日（月）14:00〜17:00 
	
 場	
 所：ふくふくプラザ 604室（福岡市中央区荒戸 3-3-39） 
	
 内	
 容：『日本の科学者』３月号＜特集＞TPP路線との闘いはこれから 
	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 —日本農業と食の安全，林業の未来のために 
 
7-3	
 『日本の科学者』４月号	
 読書会 
	
 日	
 時：2017年 4月 10日（月）14:00〜17:00 
	
 場	
 所：ふくふくプラザ 604室（福岡市中央区荒戸 3-3-39） 
	
 内	
 容：『日本の科学者』４月号＜特集＞地方自治ってこれだ 
 
 


